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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期累計期間
第10期

第２四半期累計期間
第９期

会計期間
自平成28年８月１日
至平成29年１月31日

自平成29年８月１日
至平成30年１月31日

自平成28年８月１日
至平成29年７月31日

売上高 （千円） 643,795 716,277 1,493,352

経常利益 （千円） 75,491 40,442 211,539

四半期（当期）純利益 （千円） 53,574 27,448 151,558

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 358,372 370,290 362,129

発行済株式総数 （株） 2,753,000 5,589,400 5,533,800

純資産額 （千円） 944,045 1,093,202 1,049,431

総資産額 （千円） 1,106,841 1,261,394 1,317,293

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 9.73 4.94 27.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 9.01 4.61 25.45

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 85.3 86.7 79.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 125,702 △99,109 294,638

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △23,830 △53,600 △67,498

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 76 16,323 7,477

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 758,575 754,858 891,245

 

回次
第９期

第２四半期会計期間
第10期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成28年11月１日
至平成29年１月31日

自平成29年11月１日
至平成30年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.35 6.59

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成29年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第９期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額を算定しております。

５．１株当たり配当額については、無配のため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善により、緩やかな回復基調が続いておりま

すが、東アジアにおける地政学リスク、金融資本市場の変動の影響等、先行きは不透明な状況です。

　当社はスマートフォン等をプラットフォームとしたＯ２Ｏ支援（注１）を企業向けに行っておりますが、企業の

スマホ・マーケティング（スマートフォンを活用したマーケティング）への取り組みは良好で、当社の提供する

popinfoユーザー数（注２）が平成30年２月に8,000万ユーザーを超え、堅調に推移していることにも表れていま

す。

　一方、スマホ・マーケティングへの取り組み拡大の裏返しとして、案件の大型化、長期化の傾向が進み、事業年

度をまたぐ案件の増加や開発途中での縮小、着手時期の見直し等の不確実性も生じております。

　また、足元では、電子地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」をはじめとする自社サービスへのリソース配分

を拡大しております。「MoneyEasy」については、平成29年12月に飛騨信用組合で商用化開始、また、平成29年12

月にハウステンボス、平成30年２月に伊予銀行、平成30年３月（予定）に木更津市役所・木更津商工会議所・君津

信用組合の実証実験に採用され、さらに並行して導入先拡大に向けた取り組みを進めております。

　スマホ・マーケティングへの取り組みを継続するとともに、「MoneyEasy」をはじめとする新たな自社サービス

の売上構成比を上げ、より安定的な成長基盤としてまいります。

 

　当第２四半期累計期間におきまして、売上高のうち月額報酬につきましては、前年同期比で堅調に積み上がって

おります。また、売上高のうちアプリ開発、コンサル等につきましては、第１四半期の立ち上がりの遅れを第２四

半期で積み上げ、前年同期比で増収となりました。

　費用面では、前年同期比で採用費及び人件費等が増加しました。これは採用活動が順調に推移したことによるも

ので、足元の厳しい採用環境を踏まえますと、人財力の強化はポジティブなコスト増と捉えております。

　利益面では、前述のとおり、売上高は増加したものの、積極的な人財採用を行ったことによる採用費及び人件費

の増加等が影響し、営業利益、経常利益は前年同期比で減少いたしました。

　この結果、売上高は716,277千円（前年同期比11.3％増）、営業利益40,105千円（同46.8％減）、経常利益

40,442千円（同46.4％減）、四半期純利益27,448千円（同48.8％減）となりました。

 

（注１）Ｏ２Ｏ（オンラインtoオフライン）とは、消費者にインターネット（オンライン）上のwebサイトやア

プリを通じて情報を提供し、実店舗（オフライン）への集客や販売促進に繋げることをいいます。

（注２）利用ユーザー数とは、ユーザー数のカウント時点において、プッシュ通知の配信に同意しているユー

ザー数を指し、アプリごとにカウントしています。

 

　当社は、Ｏ２Ｏ関連事業の単一セグメントであり、セグメントごとの記載をしておりません。

　そのため、以下では販売実績をサービス別に示しております。当社ではサービス別に、「Ｏ２Ｏ関連」を（月額

報酬）と（アプリ開発、コンサル等）に区分しております。
 

サービスの名称

前第２四半期累計期間

（自　平成28年８月１日

至　平成29年１月31日）

当第２四半期累計期間

（自　平成29年８月１日

至　平成30年１月31日）

前事業年度

（自　平成28年８月１日

至　平成29年７月31日）

販売高

（千円）

構成比

（％）

販売高

（千円）

構成比

（％）

前年同期比

増減（％）

販売高

（千円）

構成比

（％）

Ｏ２Ｏ関連 643,795 100.0 716,277 100.0 11.3 1,493,352 100.0

 
月額報酬 223,320 34.7 285,825 39.9 28.0 484,896 32.5

アプリ開発、コンサル等 420,474 65.3 430,452 60.1 2.4 1,008,456 67.5
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　月額報酬は、

ａ．popinfoのサービス利用料（利用ユーザー数に応じた従量制）

ｂ．アプリのシステム保守料等

から構成されております。

　アプリ開発、コンサル等は主に、

ａ．アプリの企画・開発に伴う収入

ｂ．アプリマーケティングに伴う収入

から構成されております。

　当第２四半期累計期間の販売高は716,277千円（前年同期比11.3％増）、内訳として、月額報酬は285,825千円

（同28.0％増）、アプリ開発、コンサル等は430,452千円（同2.4％増）となりました。

　月額報酬については、popinfoを搭載した新規アプリのリリースや、継続取引先のユーザー数の拡大により、ス

トック型の安定収益の積み上げに努めました。

　アプリ開発、コンサル等については、第２四半期の大型のアプリ開発・リリース案件が増収に寄与いたしまし

た。

 

(2）財政状態

（資産）

　当第２四半期会計期間末の総資産は1,261,394千円となり、前事業年度末に比べ55,898千円減少いたしました。

これは主に、現金及び預金の減少136,386千円、売掛金の増加35,845千円、仕掛品の増加33,004千円によるもので

す。

 

（負債）

　当第２四半期会計期間末の負債は168,192千円となり、前事業年度末に比べ99,669千円減少いたしました。これ

は主に、未払法人税等の減少40,962千円、賞与引当金の減少25,227千円、未払消費税等の減少17,930千円によるも

のです。

 

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産は1,093,202千円となり、前事業年度末に比べ43,771千円増加いたしました。

これは、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加27,448千円、新株予約権行使による資本金及び資本準備金の

増加16,323千円によるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ136,386千

円減少し、754,858千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の営業活動により使用した資金は、99,109千円（前年同期は得られた資金125,702千円）

となりました。これは主に、税引前四半期純利益の計上40,442千円、売上債権の増加35,845千円、たな卸資産の増

加33,004千円、法人税等の支払44,597千円によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の投資活動により使用した資金は、53,600千円（前年同期比124.9％増）となりました。

これは、「MoneyEasy」の開発等に伴う無形固定資産の取得による支出によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の財務活動により得られた資金は、16,323千円（前年同期は得られた資金76千円）となり

ました。これは、新株予約権の行使に伴う株式の発行による収入によるものです。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,000,000

計 19,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年３月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,589,400 5,589,400
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 5,589,400 5,589,400 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年11月１日～

平成30年１月31日

（注）

53,600 5,589,400 7,847 370,290 7,847 363,290

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

  平成30年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小田　健太郎 東京都狛江市 2,275,000 40.70

株式会社クレディセゾン 東京都豊島区東池袋３丁目１-１ 540,000 9.66

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 171,800 3.07

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲３丁目３－３ 130,000 2.33

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 83,800 1.50

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 76,900 1.38

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 70,200 1.26

京セラコミュニケーションシステム

株式会社
京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 66,000 1.18

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 49,800 0.89

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 42,700 0.76

計 － 3,506,200 62.73

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,586,600
55,866

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式
普通株式

2,800
－ －

発行済株式総数 5,589,400 － －

総株主の議決権 － 55,866 －

 

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年11月１日から平成30

年１月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年８月１日から平成30年１月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年７月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 891,245 754,858

売掛金 202,437 238,283

仕掛品 21,438 54,442

その他 34,081 25,062

流動資産合計 1,149,202 1,072,647

固定資産   

有形固定資産 2,968 2,133

無形固定資産   

ソフトウエア 90,036 102,099

ソフトウエア仮勘定 22,008 29,122

その他 168 490

無形固定資産合計 112,214 131,712

投資その他の資産 52,907 54,902

固定資産合計 168,090 188,747

資産合計 1,317,293 1,261,394

負債の部   

流動負債   

買掛金 81,437 75,595

未払法人税等 49,872 8,910

賞与引当金 57,050 31,823

その他 66,501 38,864

流動負債合計 254,862 155,193

固定負債   

資産除去債務 12,999 12,999

固定負債合計 12,999 12,999

負債合計 267,861 168,192

純資産の部   

株主資本   

資本金 362,129 370,290

資本剰余金 355,129 363,290

利益剰余金 332,285 359,733

自己株式 △112 △112

株主資本合計 1,049,431 1,093,202

純資産合計 1,049,431 1,093,202

負債純資産合計 1,317,293 1,261,394
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年１月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成30年１月31日)

売上高 643,795 716,277

売上原価 405,864 457,043

売上総利益 237,930 259,234

販売費及び一般管理費 ※ 162,535 ※ 219,129

営業利益 75,395 40,105

営業外収益   

受取利息 3 4

雑収入 92 333

営業外収益合計 95 337

経常利益 75,491 40,442

税引前四半期純利益 75,491 40,442

法人税、住民税及び事業税 19,003 5,012

法人税等調整額 2,913 7,981

法人税等合計 21,916 12,994

四半期純利益 53,574 27,448
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年１月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成30年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 75,491 40,442

減価償却費 26,871 28,193

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,097 △24,063

受取利息 △3 △4

売上債権の増減額（△は増加） 82,876 △35,845

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,128 △33,004

仕入債務の増減額（△は減少） 4,728 △442

未払費用の増減額（△は減少） △11,124 △7,385

未払法人税等（外形標準課税）の増減額

（△は減少）
2,159 △1,377

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,583 △17,930

預り金の増減額（△は減少） △5,052 △642

その他 △2,565 △2,455

小計 155,828 △54,516

利息の受取額 3 4

法人税等の支払額 △30,129 △44,597

営業活動によるキャッシュ・フロー 125,702 △99,109

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △310

無形固定資産の取得による支出 △23,830 △53,340

敷金及び保証金の回収による収入 － 50

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,830 △53,600

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 76 16,323

財務活動によるキャッシュ・フロー 76 16,323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 101,947 △136,386

現金及び現金同等物の期首残高 656,627 891,245

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 758,575 ※ 754,858
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成28年８月１日
　　至　平成29年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年８月１日
　　至　平成30年１月31日）

給料手当 50,004千円 66,062千円

賞与引当金繰入額 7,702 10,940

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成28年８月１日
至 平成29年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成29年８月１日
至 平成30年１月31日）

現金及び預金 758,575千円 754,858千円

現金及び現金同等物 758,575 754,858

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社の事業セグメントは、Ｏ２Ｏ関連事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成28年８月１日
至　平成29年１月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年８月１日
至　平成30年１月31日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 9円73銭 4円94銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 53,574 27,448

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 53,574 27,448

普通株式の期中平均株式数（株） 5,505,634 5,553,730

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円01銭 4円61銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 438,963 403,962

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）当社は、平成29年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

　（新株予約権（税制適格ストックオプション）の発行）

　当社は、平成30年３月９日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、

当社の従業員に対し、下記のとおり新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）を発行することを決議いた

しました。

 

Ⅰ．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

　本新株予約権は、当社上場後の在籍期間及び社内等級を勘案して、割当てを受ける者及び数を決定しておりま

す。

　積極的に新しい人財を迎え、組織規模を拡大している中で、在籍期間等を基準に従業員に対してストックオプ

ションとして新株予約権を付与することは、中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、

人財の定着化はもとより、より一層意欲・士気・結束力を高めることに繋がるものと考えております。

　また、多くの従業員がストックオプションとして新株予約権を保有することで、株主の皆様と当社株価に係る

利害を共有してまいります。

 

Ⅱ．新株予約権の発行要項

１．新株予約権の割当を受ける者及びその人数

当社従業員　42名

 

２．新株予約権の数

140個

上記の数は割当予定数であり、引受けの申し込みがされなかった場合等、割当てる新株予約権の数が減少

したときは、割当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の数とする。

 

３．新株予約権と引換えに払込む金銭

本新株予約権と引換えに金銭を払込むことを要しない。なお、インセンティブ報酬として付与される新株

予約権であり、金銭の払込みを要しないことは有利発行には該当しない。

 

４．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的となる株式の種類は、当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的となる株式

の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

 

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、本新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）

における東京証券取引所マザーズ市場における当社普通株式の終値の平均値（１円未満の端数は切り上げ）

とする。但し、その価額が本新株予約権の割当日の終値（取引が成立していない場合はそれに先立つ直近取

引日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

 

６．新株予約権の行使期間

本新株予約権を行使することができる期間は、平成32年４月６日から平成36年４月５日（但し、平成36年

４月５日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）までとする。

 

７．増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（１）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

（２）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（１）記載の

資本金等増加限度額から、上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

８．新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。以下、同じ。）の取締役、監査

役または使用人、もしくは顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社または当

社関係会社との関係で委任、請負等の継続的な契約関係にある者のいずれかの地位を保有していることを
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要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由があると当社が認めた場合は、この

限りではない。

（２）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（３）新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（４）各本新株予約権１個未満の行使はできない。

（５）本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。

 

９．新株予約権の割当日

平成30年４月５日
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成30年３月12日

株式会社アイリッジ  

　取締役会　　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 早稲田　　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　恭仁子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

リッジの平成29年８月１日から平成30年７月31日までの第10期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年11月１日から平

成30年１月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年８月１日から平成30年１月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイリッジの平成30年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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